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第 1 章 序論 
 








『Sickness disability and work: Keeping on Track in the Economic Downturn (2009)』(2)














支出は約 10%と推定されており、特に 2007 年度の障害給付金(6)の受給率は、生産年齢人口
































とを明らかにされている。例えば、Hemenway and Rohani(1999)(8)は、1998 年職業リハ
ビリテーションプログラムに参加した障害者 29,475 名(うち、就職者 9,598 名)に対して費
用―便益分析を行った結果、職業リハビリテーションプログラムにより、1 人当たり 2,917













を考える学問であると論じた(10)。図 1-1 のように、A 点では効率性と公平性はトレードオ
フの関係にあるものの、現実の社会は公平性を重視する B 点にあり、B 点から効率性と公
平性の両方を高めるための方策を考えることができる(d 点)。 
 



















要な役割を果たしているといえる(C. Thornton and R. Maynard 1986(13), Dongchul YOO 












が増加していると指摘されている(中島・中野・今田 2005(15), Shim 2007(16), 金・韓 2015(17))。







の向上、2) 障害者と健常者の分業による生産性向上、3) 障害者の高い勤勉性、4) 品質及
び衛生管理の充実による顧客満足度の向上といった財務利益につながる効果もあると示し
た先行研究もある(Roberts S et al. 2004(18), 障害者職業総合センター  2013(19), 影山 









第 2 節 先行研究 
 
 国内外において、経済経営学的な観点から障害者雇用と企業活動について分析した先行


















としては、青山(1997)(22)、長江(2009) (23) 、長江(2014) (24)などの研究がある。また、企業
の利潤最大化に基づいて障害者割当雇用制度の効率性を分析した研究として、土橋・尾山



















































































































たとえば、工藤・佐藤・松為他 2 名(2005) (32)は、CSR のうち「雇用労働」に注目し、CSR
の雇用労働分野において障害者雇用の位置づけ及び意義について示した。雇用労働分野に








 また、Shim(2007) (16)は、CSR 経営として韓国の企業に対する障害者雇用の意義を強調
しながら、今後 CSR 経営として障害者雇用を促進していくための課題を示した。工藤・佐





おける CSR を充実していくためにも意義があると示した。 
 Lee(2007) (33)の研究においても、雇用労働分野における CSR として障害者雇用の位置づ
けや意義について理論的に考察した。この研究では、国内外で広く活用されている雇用労




















































 第 2 章では、障害者割当雇用制度を実施している日本と韓国の企業における障害者雇用
の現状を比較分析し、企業における障害者雇用の問題と課題を明らかにすることを目的と
した。 




 第 4 章では、第 2 章と第 3 章の結果を踏まえて、障害者雇用企業の経済経営的な成果を
明らかにし、経営効率性と障害者雇用を両立していくためのマネジメント・ツールとして
「障害者雇用企業の経済経営的な成果の評価指標」開発を目的とした。 
 第 5 章では、第 4 章では明らかにされてなかった障害者雇用企業の社会貢献的な成果を
明らかにし、これらの成果を定量的に評価するための「障害者雇用企業の社会貢献的な成
果評価の尺度」開発を目的とした。 




































第 6 章では、第 4 章と第 5 章で開発された「障害者雇用企業の経済経営成果の評価指標」
「障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度」に基づいて、実際に日本と韓国におけ
る障害者雇用企業を評価した。 
最後に、第 7 章では、第 2 章と第 6 章までの研究結果を踏まえて、障害者雇用が企業活
動に及ぼす影響について総合的に考察し、本研究の限界と課題を明示した。 
 本論文の構成と研究内容は、図 1-2 にまとめて示した。 
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の現状を比較・分析した（第 2 章）。 









実態調査(Survey on the Employment Status of the Disabled in Business 2014)」の調査結






フト Amos 23.0 を用いて構造方程式モデリング(Structural Equation Modeling)分析を行
った。構造方程式モデリングの分析データは、①東洋経済の『2015 CSR 総覧』のうち「雇
用・人材活用１」と「CSR 全般」の raw-data と、②日経 NEEDS 財務データを用いた。
ただし、時間的・経済的事情、サンプル確保の困難さにより、韓国での調査はできなかっ






究者(員)、障害者雇用企業の経営者及び人事担当者（日本 77 名、韓国 177 名）を対象とし
て設問紙調査を行った。尺度の信頼性は、SPSS 17.0 を使って Cronbach’s α 係数により検
証し、構造概念妥当性は、Amos 23.0 を用いて構造方程式モデリング分析により検証した
（第 5 章）。 
続いて、第 4 章と第 5 章で開発された評価ツールに基づいて、実際に日本と韓国の障害
者雇用企業における経済経営的な成果と社会貢献的な成果を評価した(第 6 章)。 
最後には、第 2 章から第 6 章までの研究結果に基づいて、障害者雇用が企業活動に及ぼ
す影響について総合的に考察し、本研究の限界と課題を明示した(第 7 章)。 
以上の各章における研究方法を図 1-3 にまとめて示した。 
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各々の基準に合わせて合計 15 種に分類されている(表 2-1)。 
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表 2-1 日韓における障害者の認定範囲 
日本 韓国 


















































































2013 2.0% 2.3% 
出典：著者作成 
 
一方、韓国における 2015 年、障害者法定雇用率は、民間の企業(常時労働者 50 人以上)
で 2.7%と定めており、公的機関の場合、障害者雇用率が 3％に至るまで採用するように定





表 2-3 韓国における障害者法定雇用率の引き上げ推移 





























日本の 2015 年における納付金徴収は、常時労働者 100 人以上の民間企業を対象としてお
り、法定雇用率に不足する障害者 1 人につき、月額 5 万円を徴収している。納付金の管理・
運営に関しては、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（Japan Organization of 


















常時労働者 100 人以下の企業に対して、雇用障害者が常時労働者の 4%また







































区分 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 
収入額 
(経常収益)① 
22,638 23,022 21,157 19,562 18,003 15,526 13,960 
支出額 
(経常費用等)② 
21,082 22,079 22,650 23,849 23,251 23,713 23,645 
 
調整金 4,349 4,673 4,955 5,541 6,024 6,750 7,138 
報奨金 4,680 4,671 4,631 4,682 4,729 4,693 4,742 
助成金 6,871 7,138 7,423 7,751 7,631 7,747 7,879 
業務費等 5,183 5,596 5,641 5,875 4,867 4,523 3,887 
積立金への増減 
①-② 
1,556 944 △1,493 △4,288 △5,248 △8,187 △9,955 
各年度末における積
立金等 
44,013 44,957 43,464 39,176 33,928 25,741 15,786 
出典：第48回労働政策審議会障害者雇用分科会資料 
注 1) 四捨五入の関係で一致しないことがある。 
 
 韓国の障害者雇用納付金制度は、常時労働者 100 人以上の民間企業を対象として法定雇








障害者法定雇用率未達成 710,000 ウォン 
法定雇用率に対して雇用し
ている障害者の比率 
1/2～3/4 未満 781,000 ウォン 
1/4～1/2 未満 852,000 ウォン 
1/4 未満 923,000 ウォン 









表 2-7 韓国の障害者雇用納付金による事業主支援制度 
支援制度 内容 
奨励金 
障害者労働者を常時労働者の 20%以上雇用した場合、障害者 1 人に





期間は 10 年となっている。ただ、事業主は融資金額 3,000 万ウォ
ン当たりに障害者 1 人を雇用する義務が求められる。 
補助機器支援 
身体機能低下のため、補助機器を必要とする障害者を雇用した事業






支援費用は 6 ヵ月に一回支給している。 
保護作業場設置支援 












金額 増加率(%) 金額 増加率(%) 
2010 146,086  152,050  
2011 214,384 46.8 129,227 -15.0 
2012 243,466 13.6 128,074 -0.9 
2013 318,777 30.9 139,250 8.7 
























































出典：Employment Development Institute「2014 障害者経済活動実態調査」 
注 1) 身体障害者(外部)：肢体障害、顔面障害などの外部的な身体障害を有する者 
 2) 身体障害者(内部)：心臓障害、呼吸器障害など内部障害を有する者 
 3) 感覚障害者：視覚障害、聴覚障害、言語障害を有する者 



















図 2-5 日本と韓国における障害者実雇用率の推移 
 

















図 2-6 企業規模別における障害者実雇用率（日本, 2014 年度） 
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センターに該当)で調査した「2014 企業における障害者雇用の実態調査(Survey on the 
Employment Status of the Disabled in Business 2014)」(1)結果を用いて分析した。 
 















調査票による郵送調査を行った。調査期間は、2015 年 01 月 23 日～2015 年 03 月 06 日






 調査票は、「Ⅰ. 障害者雇用の概要」、「Ⅱ. 身体障害者の雇用状況」、「Ⅲ. 知的障害者の雇







 1,292 社のうち、122 社からの回答があった(回収率 9.4%)。企業の規模別における回収状
況をみると、従業員 50 人未満の中小企業における回収率が 13.7%と最も高く、従業員 300
人～1,000 人未満の企業で 7.3%と最も少なかった(表 3-1)。 
一方、企業の産業別における回収状況をみると、その他の産業を除いて「卸売り・小売
業」の回収率が 9.5%と「製造業」の回収率が 9.2%と高くなっていた(表 3-2)。 
 
表 3-1 企業の規模別における回収状況 
単位：数、% 
企業規模 調査票配布企業数(構成割合) 回答数(構成割合) 回収率 
従業員 1 人～49 人 73 (5.7%) 10 (8.2%) 13.7% 
従業員 50 人～299 人 282 (21.8%) 32 (26.2%) 11.3% 
従業員300人～999人 397 (30.7%) 29 (23.8%) 7.3% 
従業員 1,000 人以上 540 (41.8%) 51 (41.8%) 9.4% 
合計 1,292 (100.0%) 122 (100.0%) 9.4% 
出典：著者分析結果 
 
表 3-2 企業の産業別における回収状況 
単位：数、% 
産業区分 調査票配布企業数(構成割合) 回答数(構成割合) 回収率 
卸売り・小売業 242 (18.7%) 23 (18.9%) 9.5% 
サービス業 1) 105 (8.2%) 6 (4.9%) 5.7% 
その他産業 2) 338 (26.2%) 37 (30.3%) 10.9% 
製造業 3) 607 (46.9%) 56 (45.9%) 9.2% 














 調査結果、122 社のうち障害者を雇用していると答えた企業の割合は 86.1%(n=103)とほ
とんどの企業で障害者を雇用していた。また、障害者雇用の可否を企業規模別にみると、
従業員 300 人以上の大企業では 90%以上の企業で障害者を雇用しており、企業の規模が大
きくなるとともに、障害者を雇用する企業の割合も多くなる傾向がみえた (図 3-1)。 
 




 図 3-1 のような調査結果に基づいて、企業規模と障害者雇用の可否の関係を検証するため
に、企業規模と障害者雇用の可否についてクロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、















度数 2 8 10 
規模の % 20.0% 80.0% 100.0% 
50~299 人 
度数 25 7 32 
規模の % 78.1% 21.9% 100.0% 
300~999 人 
度数 28 1 29 
規模の % 96.6% 3.4% 100.0% 
1,000 人以上 
度数 50 1 51 
規模の % 98.0% 2.0% 100.0% 
合計 
度数 105 17 122 
規模の % 86.1% 13.9% 100.0% 











 図 3-2 の調査結果に基づいて、企業の産業と障害者雇用の可否の関係を検証するために、
企業の産業と障害者雇用の可否についてクロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、















度数 19 4 23 
規模の % 82.6% 17.3% 100.0% 
サービス業 
度数 5 1 6 
規模の % 83.3% 16.7% 100.0% 
その他の産業 
度数 29 8 37 
規模の % 78.4% 21.6% 100.0% 
製造業 
度数 52 4 56 
規模の % 92.9% 7.1% 100.0% 
合計 
度数 105 17 122 
規模の % 86.1% 13.9% 100.0% 















































度数 0 1 1 0 2 
規模の % 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100.0% 
50~299 人 
度数 12 8 4 1 25 
規模の % 48.0% 32.0% 16.0% 4.0% 100.0% 
300~999人 
度数 18 8 2 0 28 
規模の % 64.3% 28.6% 7.1% 0.0% 100.0% 
1,000 人以
上 
度数 25 19 3 2 49 
規模の % 51.0% 38.8% 6.1% 4.1% 100.0% 
合計 
度数 55 36 10 3 104 
規模の % 52.9% 34.6% 9.6% 2.9% 100.0% 












































度数 5 10 3 0 18 
産業の % 27.8% 55.6% 16.7% .0% 100.0% 
サービス
業 
度数 1 2 1 1 5 
産業の % 20.0% 40.0% 20.0% 20.0% 100.0% 
その他の
産業 
度数 14 11 3 1 29 
産業の % 48.3% 37.9% 10.3% 3.4% 100.0% 
製造業 
度数 35 13 3 1 52 
産業の % 67.3% 25.0% 5.8% 1.9% 100.0% 
合計 
度数 55 36 10 3 104 
産業の % 52.9% 34.6% 9.6% 2.9% 100.0% 























害者の職場適応」に関する懸念が圧倒的に低くなっていた (図 3-5)。 
 






有無」の関係を検証するために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 = 16.321、














度数 4 1 5 
規模の % 80.0% 20.0% 100.0% 
50~299 人 
度数 4 19 23 
規模の % 17.4% 82.6% 100.0% 
300~999 人 
度数 3 23 26 
規模の % 11.5% 88.5% 100.0% 
1,000 人以上 
度数 5 40 45 
規模の % 11.1% 88.9% 100.0% 
合計 
度数 16 83 99 
規模の % 16.2% 83.8% 100.0% 













無」の関係を検証するために、クロス集計とカイ２乗検定を行った。その結果、χ2 = 3.737、 













度数 9 9 18 
産業の % 50.0% 50.0% 100.0% 
サービス業 
度数 1 3 4 
産業の % 25.0% 75.0% 100.0% 
その他の産業 
度数 18 11 29 
産業の % 62.1% 37.9% 100.0% 
製造業 
度数 32 16 48 
産業の % 66.7% 33.3% 100.0% 
合計 
度数 60 39 99 
産業の % 60.6% 39.4% 100.0% 
















































度数 1 1 2 1 1 2 
規模の % 50.0% 50.0% 100.0% 50.0% 50.0% 100.0% 
50~299 人 
度数 25 0 25 22 3 25 
規模の % 100.0% 0.0% 100.0% 88.0% 12.0% 100.0% 
300~999 人 
度数 27 1 28 22 6 28 
規模の % 96.4% 3.6% 100.0% 78.6% 21.4% 100.0% 
1,000 人以上 
度数 47 2 49 34 15 49 
規模の % 95.9% 4.1% 100.0% 69.4% 30.6% 100.0% 
合計 
度数 100 4 104 79 25 104 
規模の % 96.2% 3.8% 100.0% 76.0% 24.0% 100.0% 

















果、χ2 = 5.167 と p 値= 0.160 であり、統計的に有意な差は検証されなかった。また、「障
害者と健常者の分業による業務上の効率性の向上」との関係について分析した結果、χ2 = 


















度数 14 5 19 11 8 19 
産業の% 73.7% 26.3% 100.0% 57.9% 42.1% 100.0% 
サービス業 
度数 2 2 4 1 3 4 
産業の % 50.0% 50.0% 100.0% 25.0% 75.0% 100.0% 
その他の 
産業 
度数 26 3 29 22 7 29 
産業の % 89.7% 10.3% 100.0% 75.9% 24.1% 100.0% 
製造業 
度数 37 15 52 38 14 52 
産業の % 71.2% 28.8% 100.0% 73.1% 26.9% 100.0% 
合計 
度数 79 25 104 72 32 104 
産業の % 76.0% 24.0% 100.0% 69.2% 30.8% 100.0% 











表 3-11 障害者雇用による成果評価・管理の実施可否 (複数回答) (n=102) 
区分 
評価・管理している 評価・管理していない 
企業数数 割合 企業数数 割合 





従業員 1~49 人 0 0.0% 2 100.0% 
従業員 50 人～299 人 5 20.0% 20 80.0% 
従業員 300 人～999 人 8 28.5% 20 71.4% 
従業員 1,000 人以上 23 48.9% 25 51.1% 





サービス業 3 75.0% 1 25.0% 
その他の産業 11 37.9% 18 62.1% 









企業規模別にみると、特に従業員 1,000 人以上の大企業では、ほとんど「CSR の一部と
して評価・管理している(72.0%)」企業が多くなっていた。さらに、一部ではあるが「自社
に係るステークホルダーによる外部評価を行っている(12.0%)」「障害者雇用及び就労関係の
第 3 者機関による評価を行っている(4.0%)」企業があり、従業員 1,000 人未満のすべての企
業に比べて外部評価や第 3 者評価にも積極的に取り組んでいることが分かった(図 3-9)。 
 



































第 2 節 韓国における企業の障害者雇用実態 
―韓国の「2014 企業における障害者雇用の実態調査(Survey on the 











業総合センターに該当)で調査した「2014 企業における障害者雇用の実態調査(Survey on 
the Employment Status of the Disabled in Business 2014)」結果を用いて分析する。 
 
1.  「2014 企業における障害者雇用の実態調査」の概要 
 
1) 調査の目的 









者 1人以上の企業 30,060社であり、雇用要因調査の対象は常時労働者 5人以上の企業 6,392
社(障害者雇用企業：5,074 社、障害者未雇用企業：1,318 社)である。 
 調査対象は、韓国統計局(Statistics Korea)で公表している「2012 年の企業名簿」と「2012




基本調査の調査期間は、2014 年 5 月～8 月(3.5 ヵ月)であり、雇用要因調査の調査期間は、
54 
2014 年 6 月～8 月(2.5 ヵ月)である。 
調査機関は、雇用労働部(Ministry of Employment and Labor)、韓国障害者雇用公団雇
用開発院(Employment Development Institute)である。 
 
3) 設問紙構成及び調査内容 
 基本調査のための設問紙は、常時労働者 1 人以上の企業を対象として、規模別、産業別、
企業の形態別における雇用された障害者の数や障害者雇用企業の数を把握するための設問
項目で構成された。 











 雇用要因調査のうち、障害者雇用企業における回収率は、85.7%(5,932 社のうち 5,074 社)
であった。企業規模別における回収率をみると、常時労働者 50 人～99 人規模の企業の回収
率が 95.4%と最も高くなっていた。また、企業産業別における回収率はほとんど 80%以上
と高くなっていた(表 3-12)。 
一方、障害者未雇用企業における回収率は 10.0%(13,215 社のうち 1,318 社)であり、障
害者雇用企業の回収率に比べて非常に低くなっていた。企業規模別における回収率をみる




表 3-12 「2014 企業における障害者雇用の実態調査」の回収企業の状況 
区分 質問紙配布企業数 回収数(回収率) 
障害者雇用企業 
企業規模 
5~9 人 255 170  (66.7%) 
10~49 人 840 595  (70.8%) 
50~99 人 1,005 959  (95.4%) 
100~299 人 2,825 2,491  (88.2%) 
300 人以上 1,007 859  (85.3%) 
企業産業 
卸売業・小売業 423 342  (80.9%) 
サービス業 1) 1,748 1,498  (85.7%) 
その他産業 2) 2,149 1,862  (86.6%) 
製造業 3) 1,630 1,372  (84.2%) 
合計 5,923 5,074  (85.7%) 
障害者未雇用企業 
企業規模 
5~9 人 5,244 237  (4.5%) 
10~49 人 6,945 249 (3.9%) 
50~99 人 595 509 (85.6%) 
100~299 人 379 301 (79.4%) 
300 人以上 34 22 (64.7%) 
企業産業 
卸売業・小売業 2,236 199 (8.9%) 
サービス業 1) 2,994 406  (13.6%) 
その他産業 2) 3,456 294 (8.5%) 
製造業 3) 4,529 419 (9.3%) 



















表 3-13 常時労働者 5 人以上の企業における障害者雇用の状況(韓国―雇用形態別) 
区分 
男性労働者 女性労働者 合計 
人数 割合 人数 割合 人数 割合 
正規 104,974 93.7% 21,997 88.2% 126,971  92.7% 
非正規 7,018 6.3% 2,956 11.8% 9,974  7.3% 




業員 5 人以上の事業所 8,673 社に雇用されている障害者は 63 万 1,000 人であり、そのうち
正規社員として雇用されている障害者の割合は、身体障碍者のうち 55.9%、知的障害者の
うち 18.8%、精神障害者のうち 40.8%である(表 3-14)。この調査結果からみても、日本に比
べて韓国の企業では、障害者を正規雇用の形態で雇用していることが分かる。 
 
表 3-14 従業員 5 人以上の事業所における障害者雇用の状況(日本―雇用形態別) 
区分 
身体障害者 知的障害者 精神障害者 
人数 割合 人数 割合 人数 割合 
正規 242,047 55.9% 28,050 18.8% 19,584 40.8% 
非正規 189,221 43.7% 121,950 81.2% 28,272 58.9% 
無回答 1,732 0.4% 0 0.0% 144 0.3% 
合計 433,000 100.0% 150,000 100.0% 48,000 100.0% 






表 3-15 常時労働者 5 人以上の企業における障害者雇用の状況(職務別) 
単位：人、%  
区分 
合計 男性労働者 女性労働者 
人数 割合 人数 割合 人数 割合 
57 
管理職 5,734 4.2 5,199 4.6 536 2.1 
専門職 9,041 6.6 7,895 7.0 1,146 4.6 
事務職 22,071 16.1 17,578 15.7 4,493 18.0 
サービス職 19,008 13.9 14,088 12.6 4,919 19.7 
販売職 3,341 2.4 2,340 2.1 1,002 4.0 
農・林・漁業職 400 0.3 362 0.3 38 0.2 
技術職 23,907 17.5 21,405 19.1 2,501 10.0 
機械・機材など
の組立職 
14,883 10.9 13,462 12.0 1,422 5.7 
単純作業 38,561 28.2 29,663 26.5 8,897 35.7 















































度数 0 158 119 388 72 737 
規模の% 0.0% 21.4% 16.1% 52.6% 9.8% 100.0% 
50~299 人 
度数 1,632 350 178 939 263 3,362 
規模の% 48.5% 10.4% 5.3% 27.9% 7.8% 100.0% 
300~999人 
度数 421 85 39 180 51 776 
規模の% 54.3% 11.0% 5.0% 23.2% 6.6% 100.0% 
1,000 人以
上 
度数 123 14 14 36 12 199 
規模の% 61.8% 7.0% 7.0% 18.1% 6.0% 100.0% 
合計 
度数 2176 607 350 1543 398 5074 
規模の% 42.9% 12.0% 6.9% 30.4% 7.8% 100.0% 





























度数 423 184 607 
規模の% 69.7% 30.3% 100.0% 
50~299 人 
度数 294 397 691 
規模の% 42.5% 57.5% 100.0% 
300~999 人 
度数 6 13 19 
規模の% 31.6% 68.4% 100.0% 
1,000 人以上 
度数 0 1 1 
規模の% 0.0% 100.0% 100.0% 
合計 
度数 723 595 1318 
規模の% 54.9% 45.1% 100.0% 

















の関係を検証するために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 =10.382、p 






















度数 248 37 36 40 60 421 
規模の% 58.9% 8.8% 8.6% 9.5% 14.3% 100.0% 
50~299 人 
度数 187 22 11 30 41 291 
規模の% 64.3% 7.6% 3.8% 10.3% 14.1% 100.0% 
300 人以上 
度数 5 0 0 0 0 5 
規模の% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
合計 
度数 440 59 47 70 101 717 
規模の% 61.4% 8.2% 6.6% 9.8% 14.1% 100.0% 










































度数 84 21 0 6 70 181 
規模の% 46.4% 11.6% .0% 3.3% 38.7% 100.0% 
50~299 人 度数 179 112 4 17 84 396 
62 
模 規模の% 45.2% 28.3% 1.0% 4.3% 21.2% 100.0% 
300~999 人 
度数 4 5 0 1 3 13 
規模の% 30.8% 38.5% .0% 7.7% 23.1% 100.0% 
1,000 人以上 
度数 0 1 0 0 0 1 
規模の% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
合計 
度数 267 139 4 24 157 591 
規模の% 45.2% 23.5% .7% 4.1% 26.6% 100.0% 





 障害者を雇用している企業に対して、障害者雇用による経営上の効果を 5 段階(1=まった
く効果がない, 2=効果がない, 3=ふつうである, 4=効果がある, 5=非常に効果がある)に評価
してもらった。障害者雇用による経営上の成果としては、「1. 法定雇用率の達成の効果」、
「2. 補助金などによる財務的な利得」、「3. 企業の社会的責任(CSR)の達成の効果」、「4. 労
働力確保としての効果 」「5. 企業のイメージ改善の効果」の 5 つの項目に対してそれぞれ
評価してもらった。ここでは、障害者雇用による経営上の効果の有無を明確に示すために
2.50 点を基準点として、2.50 点以上であると「効果がある」と解釈し、2.50 点未満である
と「効果がない」と解釈する。 
 最初に、5 つの項目について評価した結果、いずれも平均点数が 2.50 点以上となってお
り、障害者を雇用している企業では、障害者雇用によって「1. 法定雇用率の達成の効果」、
「2. 補助金などによる財務的な利得」、「3. 企業の社会的責任(CSR)の達成の効果」、「4. 労
働力確保としての効果 」、「5. 企業のイメージ改善の効果」があると評価していることが分
かった。また、そのうち、「1. 法定雇用率の達成の効果」に対した平均点数は 3.69 点と最
も高く評価されており、「4. 労働力確保」と「5. 企業のイメージ改善」の効果については
比較的に低く評価されていた (表 3-20)。 
 
表 3-20 障害者雇用による経営上の効果に関する評価 
単位：点数 
  N 最小値 最大値 平均値 標準偏差 
1. 法定雇用率の達成 4,337 1 5 3.69 .766 
2. 補助金などによる財務的な利得 4,690 1 5 3.30 .928 
3. 企業の社会的責任(CSR) 5,074 1 5 3.46 .731 
4. 労働力確保 5,074 1 5 3.30 .766 
5. 企業のイメージ改善 5,074 1 5 3.28 .759 
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表 3-21 企業規模と 4 つの経営上の効果に関する評価 
単位：点数 
  
1 2 3 4 
F 値 多重比較 
5~49 人 50~299 人 300~999 人 1000 人以上 
1. 法定雇用率の
達成の効果 
. 3.69 3.70 3.72 
0.115   
. (0.77) (0.76) (0.75) 
2. 補助金などに
よる財務的な利得 














(0.69) (0.73) (0.72) (0.75) 
4. 労働力確保と
しての効果 
3.21 3.33 3.24 3.21 
8.121*** 
1<2**, 




3.18 3.31 3.26 3.26 
6.092*** 1<2*** 
(0.69) (0.78) (0.74) (0.73) 





って「1. 法定雇用率の達成の効果(3.7 点)」、「2. 補助金などによる財務的な利得(3.4 点)」、
「3. 企業の社会的責任(CSR)の達成の効果(3.5 点)」、「4. 労働力確保としての効果(3.3 点)」、
「5. 企業のイメージ改善の効果(3.3 点)」があると評価しており、特に、従業員 50~299 人
の中小企業で障害者雇用による経営上の効果を高く評価しているといえる。 
 
 (2) 障害者社員に対する評価 
障害者を雇用している企業を対象として、障害者社員の業務能力と職場適応能力につい
て評価してもらった。障害者社員の業務能力や職場適応能力としては、健常者社員に対し
た障害者社員の「1. 職務遂行の能力」、「2. 生産性」、「3. 勤勉性」、「4. 対人関係」、「5. 組
織への適応能力」、「6. コミュニケーション能力」について評価してもらった。障害者社員
に対する評価は、5 段階(1=健常者のほうが非常に優秀, 2=健常者のほうが優秀, 3=等しい, 
4=障害者のほうが優秀, 5=障害者のほうが非常に優秀)に評価してもらった。 
最初に、6 つの項目に関する平均点数をみると、いずれも 2.70 点以上となっており、障
害者のほうが優秀とは評価されていないものの、健常者社員とほとんど等しいと評価され
ていることが分かった。また、業務能力を示す「1. 職務遂行の能力」、「2. 生産性」、「3. 勤
勉性」よりも、職場適応能力を示す「4. 対人関係」、「5. 組織への適応能力」、「6. コミュ
ニケーション能力」について高く評価している傾向がみられた(表 3-22)。 
 
表 3-22 健常者社員に対した障害者社員の能力評価 
単位：点数 
  N 最小値 最大値 平均値 標準偏差 
1. 職務遂行の能力 6,392 1 5 2.79 0.641 
2. 生産性 6,392 1 5 2.77 0.651 
3. 勤勉性 6,392 1 5 3.00 0.588 
4. 対人関係 6,392 1 5 2.88 0.447 
5. 組織への適応能力 6,392 1 5 2.83 0.580 
6. コミュニケーション能力 6,392 1 5 2.80 0.599 









行った結果、「1. 職務遂行の能力」と「2. 生産性」、「5. 組織への適応能力」については、
従業員 5~49 人(1)＜従業員 50~299 人(2)、従業員 5~49 人(1)＜従業員 300~999 人(3)、従業
員 5~49 人(1)＜従業員 1,000 人以上(4)であったことから、従業員 50 人未満の小規模企業よ
りも、50 人以上のすべての企業で、障害者社員の職務遂行能力と生産性、組織への適応能
力を高く評価していることが分かった。 
 また、「3. 勤勉性」と「4. 対人関係」、「6. コミュニケーション能力」については、従
業員 5~49 人(1)＜従業員 50~299 人(2)、従業員 5~49 人(1)＜従業員 300~999 人(3)であった
ことから、障害者社員の勤勉性や対人関係、コミュニケーション能力については、従業員
5~49 人規模よりも従業員 50~299 人が高く評価しているものの、従業員 300 人以上の大企
業の間には有意な差が認められなかった。 
 
表 3-23 企業規模による障害者社員の能力評価 
単位：点数 
  
1 2 3 4 
F 多重比較 
5~49 人 50~299 人 300~999 人 1000 人以上 
1. 職務遂行の能力 





(0.75)  (0.61)  (0.57)  (0.57)  
2. 生産性 





(0.75)  (0.63)  (0.58)  (0.59)  
3. 勤勉性 
2.91  3.03  3.04  2.99  
13.322*** 
1<2***, 
1<3*** (0.71)  (0.56)  (0.51)  (0.45)  
4. 対人関係 
2.83  2.89  2.90  2.91  
4.969** 
1<2**, 
1<3* (0.63)  (0.52)  (0.51)  (0.48)  
5. 組織への適応能
力 





(0.669) (0.551) (0.552) (0.544) 
6. コミュニケーシ
ョン能力 
2.70 2.83 2.83 2.79 
17.490*** 
1<2***, 
1<3*** (0.691) (0.569) (0.573) (0.536) 
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第 3 節 日本と韓国における企業の障害者雇用促進のための課題 
 
以上、日本と韓国の企業に対する障害者雇用実態調査に基づいて、1) 企業が障害者を雇













































































(1) Employment Development Institute “Survey on the Employment Status of the
 Disabled in Business 2014”. 
URL: https://edi.kead.or.kr/BoardType01.do?bid=21&mid=49&cmd=_view&idx=51
93&currentPage=1&searchYear=0&searchField=0&searchString= 
(2) The Federation of Korean Industries『2014 企業における社会貢献白書』, FIP-20
14-0007 




































                                                   
2) 2015 年 9 月 30 日、日本経営倫理学会(Japan Society for Business Ethics Study)に投稿・
掲載確定された（「BSC 観点に基づいた障害者雇用企業の経営成果評価指標の開発」）。また、






















財務的成果を同時に評価する手法である BSC(Balanced Scorecard, 以下 BSC)に基づいて
評価指標を開発する。 






























































































図 4-1 BSC の 4 つの視点間の因果関係 
 



























• 自己資本利益率(ROE)  
• 売掛債権回転日数 

















































































































































































































































続いて、Ministry of Employment and Labor で毎年実施している「障害者雇用促進大会」
にて True Company 賞を受賞した企業を対象として、韓国における障害者雇用企業の事例
分析を行った。その結果、2011 年から 2015 年までに True Company 賞を受賞した企業は、
すべて常時労働者 300 人以上の大企業であり、障害者雇用率とともに収益率も高い企業で
あった。 









表 4-4  韓国における障害者雇用企業の経営上の取組みと効果事例(大企業のみ) 
区分 経営上の取組み 経営上の効果 



























Starbucks Coffee Korea 
Co., Ltd 
















NS Home Shopping 








































HANA Micron Inc. ・地域関連機関との連携を通して ・障害者の生産性向上 
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出典：Ministry of Employment and Labor and Korea Employment Agency for the 



















表 4-5 BSC に基づいた障害者雇用企業の成果評価指標(試案) 




・従業員 1 人当たり利益  


































総覧』「雇用・人材活用１」「CSR 全般」の raw-data を用いた。また、財務的な指標に関
しては日経 NEEDS 財務データ(2011)を用いた(表 4-6)。今回用いた指標項目の記述統計量
を＜表 4-7＞に示した。 
なお、分析対象となるのは、2013 年時点で障害者を雇用している企業(障害者雇用率 0.1%
以上の企業)のうち、＜表 4-5＞の各項目の回答に欠損値のない企業 221 社である。 
  







・従業員 1 人当たり当期利益 
(単位：10 万円) 日 経
NEEDS 財











(1=なし 2=今後予定 3=あり) 
・消費者対応部署 の有無 
(1=なし 2=兼任部署で担当 3=あり) 
・商品・サービス安全性・安全体制部署
の有無 
東 洋 経 済















・投資家を意識した ESG 情報開始  





(1=なし 2=今後予定 3=あり) 
・特例子会社の有無 
(1=なし 2=今後予定 3=あり) 
・クレームデータベースの有無 
(0=なし 1=あり) 
東 洋 経 済














・生産部門の労働災害比率(3 年平均)  
(単位：%) 
・多様な人材の活動専任部署の有無 









東 洋 経 済







表 4-7 指標項目の記述統計量 
指標項目 頻度 最小値 最大値 平均値 標準誤差 
従業員一人当たり経常利益 211 -44.68 2815.08 43.46 190.58 
売上利益率 211 -74.14 17.34 3.21 6.12 
自己資本成長率(5 年間平均) 211 -28.43 27.17 3.91 6.17 
ステークホルダー・エンゲージメ
ントの開催  
211 1 3 1.87 0.98 
消費者対応部署 の有無 211 1 3 2.46 0.65 
商品・サービス安全性・安全体制
部署の有無 
211 1 3 2.61 0.55 
NPO・NGO との連携有無 211 1 3 2.17 0.98 
投資家を意識した ESG 情報開始  211 1 4 3.14 1.307 
機関投資家や ESG 調査機関との
対話の実施可否 
211 1 3 2.11 0.96 
特例子会社の有無 211 1 3 1.37 0.77 




211 0.00 18.41 0.92 2.09 






指標の構造的な妥当性を分析するために、図 4-2 のような仮説モデルを設定した。 
 




















































ここでは、BSC の 4 つの視点における因果関係を前提として、障害者雇用が「財務利益」
「顧客確保・維持」「業務効率の向上」「従業員の成長」の経営成果に及ぼす直接的かつ間






表 4-8 記述統計量 
 N 最小値 最大値 平均値 標準偏差 
規模区分(大企業ダミー) 239 0 1 0.48 0.50 
障害者雇用率 239 0.0 4.54 1.82 0.72 





239 1 3 1.81 0.97 
消費者対応部署 の有無 239 1 3 2.39 0.68 
商品・サービス安全性・安全体制
部署の有無 
239 1 3 2.54 0.61 
業務効率の NPO・NGO との連携有無 239 1 3 2.11 0.99 
86 
向上 投資家を意識した ESG 情報開始  239 1 4 3.03 1.35 
機関投資家や ESG 調査機関との
対話の実施可否 
239 1 3 2.05 0.97 
クレームデータベース 239 0 1 0.87 0.33 





239 1 3 1.34 0.75 
労働安全衛生マネジメント 239 0 1 0.62 0.49 
労働災害比率 
(3 年平均) 
239 0.0 18.41 0.86 2.02 
在宅勤務制度 239 0 1 0.18 0.39 
裁量労働制度 239 0 1 0.26 0.44 
キャリアアップ支援 239 0 1 0.61 0.49 




































ると考えられる(図 4-4, 表 4-9)。 
 




















従業員成長 <- 障害者雇用率 0.114 0.031 *** 0.309 0.004** . . 
業務プロセス管理 <- 障害者雇用率 0.153 0.085 0.070 0.121 0.048* 0.280 0.004** 
顧客確保・維持 <- 障害者雇用率 0.064 0.054 0.240 0.065 0.224 0.423 0.005** 
売上高利益率 <- 障害者雇用率 1.744 1.486 0.241 0.086 0.626 0.033 0.268 
顧客確保・維持 <- 従業員成長 0.954 . 0.009** . . 0.954 0.009** 





























研究仮説を検証するために、中小企業グループ(従業員数 1 人～299 人)と大企業グループ
(従業員数 300 人以上)に区分し、個々のグループに対してパス(図中の a, b, c, d のパス)の係
数が異なる自由モデルと等値制約を課す制約モデルを比較・分析した(図 4-5)。 
 





・自由モデル：中小企業と大企業のパス a, b, c, d はすべて等値でない。 
・制約モデル：中小企業と大企業のパス a, b, c, d はすべて等値である。 
 
企業規模グループごとの各パス a, b, c, d における自由モデルと制約モデルの分析結果、
「障害者雇用率従業員の成果」において企業規模の調整効果が示された(表 4-10)。つまり、
企業規模が大きい大企業において、障害者雇用が経営成果に及ぼす影響が大きくなること
が示された(仮説 1 採択)。 
しかし、「障害者雇用率業務効率の向上」「障害者雇用率顧客確保・維持」「障害者雇
用率売上高利益率」においては、企業規模の調整効果が示されてなかった(仮説 2,3,4 棄
却)。中小企業と大企業における推定結果を表 4-11 に示した。 
 









x2 df p x2 df p x2 df p x2 df p 
自由 
モデル 
337.601 198 0.000 338,601 198 0.000 337.601 198 0.000 337.601 198 0.000 
制約 
モデル 
342.202 199 0.000 340.344 199 0.000 338.310 199 0.000 338.724 199 0.000 




表 4-11 中小企業と大企業の推定結果 
パス 
中小企業 大企業 規模の調整効
果有意確率 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 
障害者雇用率 
従業員の成長 
0.213 0.025 0.329 0.130 0.032* 
障害者雇用率 
業務効率の向上 
0.190 0.087 -0.156 0.378 0.098 
障害者雇用率 
顧客確保・維持 
0.129 0.047 0.132 0.262 0.400 
障害者雇用率 
売上高利益率 
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AGFI、CFI、RMSEA の 4 つの指標を取り上げた。また、パラメータの推定は最尤法
を使用した。 
GFI(Goodness of Fit Index)は、重回帰分析の決定係数に似た指標であり、AGFI(Adjust 
GFI)は、重回帰分析の調整済み決定係数に似た指標である。GFI と AGFI は、1 に近
いほど適合度が高いと解釈される。 





        ・・・式１ 
 
CFI(Comparative Fit Index)と TLI(Tucker-Lewis index)は、モデルとデータの適合度
を判定する指標である。CFI と TLI は、１に近いほど適合度が高いと解釈されている。 
(13) 土橋俊寛、尾山大輔（2008）「経済学から見た障害者雇用納付起因・調整金制度」日
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東京図書、pp.74-87。 
(17) 篠ヶ谷圭太・赤林英夫(2012)「家庭背景が学力に与える影響とそのプロセス―階層的重
回帰分析と構造法定式モデリングを用いた検討―」, Joint Research Center for Panel 
Studies Keio University. 
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第 5 章 障害者雇用が企業に及ぼす社会貢献的な影響に関する研究 
―障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価尺度の開発を中心に―3) 
 













また、CSR 支出について研究した Heal(2005)(3)は、企業による CSR 支出の経済的な意
義を外部性の観点から説明した。Heal によれば、CSR 支出の経済的な意義は市場失敗















                                                   
3)2015 年 9 月 1 日、東北大学経済学会に投稿・審査中である(「障害者雇用企業の成果評価
ツール開発に関する研究―障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度の開発を中心に―」)。ま























手順について以下の 8 段階を提示した(図 5-1)。 
 
図 5-1 Churchill による度及び測定項目を開発の方法 
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 2015 年 7 月 6 日～8 月 10 日まで、約 1 ヵ月間、日韓における障害者雇用専門家 320 名
に対いて質問紙調査を行い、尺度の信頼性と構造概念妥当性を検証した。信頼性(13) は、
SPSS 17.0 を使って Cronbach’s α 係数により検証し、構造概念妥当性は、Amos 23.0 を使
って構造方程式モデリング(SEM)により検証した。 
 以上の研究方法及び尺度開発の流れを図 5-2 に示した。 
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した結果は表 5-1 に示した。 
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表 5-1 日本の障害者雇用企業における効果事例(社会的貢献に関する効果のみ) 
障害者雇用企業 社会貢献的な成果 
富士ゼロックス東京株式会社 































次に、Ministry of Employment and Labor で毎年実施している「障害者雇用促進大会」
にて True Company 賞を受賞した企業を対象として、韓国における障害者雇用企業の事例






































（株）Canon Korea Business Solution 
2012 年従業員数 1,128 名 





出典：Ministry of Employment and Labor and Korea Employment Agency for the 












会貢献成果評価尺度(試案)」を完成した(表 5-3)。表 5-3 から分かるように、尺度(試案)の領
域と項目は、国際的に通用されている代表的なCSR関連ガイドラインである ISO 26000(17)、
Global Compact principle 10(18)、GRI(Global Reporting Initiative) G4(19)に基づいて作成
された。 
 ISO26000 は 、 2010 年 に 国 際 基 準 化 機 構 (International Organization for 
Standardization: ISO)から公表されたものであり、CSR 推進にあたって対応すべき具体的




 また、Global Compact principle 10 は、2000 年に国際連合から発足されたものであり、
CSR に関する企業行動原則が示されている。2004 年に修正され、「人権(2 原則)」「労働(4
原則)」「環境(3 原則)」「腐敗防止(1 原則)」の 4 分野と 10 原則に基づいて企業の社会的な責
任を示している。 





表 5-3 障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度と CSR 関連ガイドラインとの関連性 
























































































































出典：ISO 26000、Global Compact principle 10、GRI(Global Reporting Initiative) G4
をもとに、著者作成 
 










ように作成した。また、「5 とても妥当性である」「4 妥当である」「3 どちらかといえば妥当










論文や研究実績がある大学教授が 40.0%(4 名)と最も多かった(表 5-4)。 
 
表 5-4 内容的妥当性調査の回答者属性集計結果 
区分 日本 韓国 
性別  
男性 6 名(50.0%) 
女性 6 名(50.0%)  
男性 2 名(20.0%) 
女性 8 名(80.0%)  
年齢  33.7 歳  36.8 歳  
障害有無  
障害有 1 名(8.3%) 
障害無 11 名(91.7%)  
障害有 1 名(10.0%) 
障害無 9 名(90.0%)  
職業  
大学教授 4 名(33.3%) 
研究者(員)7 名(58.3%) 
障害者雇用関連従事者 1 名(8.3%)  
大学教授 4 名(40.0%) 
研究者(員)3 名(30.0%) 
障害者雇用関連従事者 3 名(30.0%)  















 CSR の観点から障害者雇用企業の社会貢献成果を評価するにあったて、13 項目の言葉の
表記や定義、各領域への設定したことが妥当であるか否かを調査した。その結果、「❶人権
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各項目について「妥当でない」と評価した意見をまとめて表 5-5 に示した。 
 


























項目として 2 つの項目を設定した。「コンプライアンス・社会規範」の 2 つの項目は、尺度




れ、Q10 と Q12 は、「人権保障・差別解消」に再構成した。 
尺度試案の領域と項目の修正により、最終的には、表 5-6 のように「❶コンプライアンス・
社会規範(2 項目)」「❷人権保障・差別解消(4 項目)」「❸地域資源開発(4 項目)」の 3 領域 10
項目で構成した「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」を完成した。 
 






























































「❸地域資源開発(5 項目)」の 3 領域 10 項目に構成し、各領域と項目に対して「1 まったく










研究者を含む計 120 名を対象として調査を行った。調査結果、回収率は 65%であった。有
効回答は 78 であったが、欠損値のない 77 名分のデータを用いた。回答者のうち、障害の
ある方は 6.8%(5 名)であり、ほとんどの回答者は障害のない健常者であった。また、障害者
雇用について研究している研究者は 41.1%(30 名)と最も多かった。 
一方、韓国では、主に障害者雇用に関わっている Korea Employment Agency for the 
Disabled と Korea Employment Security Association for the Disabled、韓国社会福祉協議
会の関係者、障害者雇用について研究している研究者、企業の社会貢献業務の担当者を含
む計 200 名を対象として行った。調査結果、回収率は 93.5%であった。有効回答は 187 で
あったが、欠損値のない 177 名分のデータを用いた。回答者のうち、障害のある方は
14.6%(25 名)であり、ほとんどの回答者は健常者であった。また、障害者雇用に関わる職員
は 62.7%(106 名)と最も多かった。両国の回答者における基本属性は表 5-7 に示した。 
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表 5-7 日本と韓国の回答者の基本属性 
 
Age(year) sex disability occupation 
work experience 
(year) 
  Japan Korea Japan Korea Japan Korea Japan Korea Japan Korea 
N Valid 73 173 73 175 73 171 73 169 66 152 
Missing 4 4 4 2 4 6 4 8 11 25 
Mean 44.0 35.8 - - - 15.5 7.8 
Median 44.0 34.0 - - - 15.2 6.4 
Std. Deviation 11.5 9.7 - - - 10.3 6.3 
Minimum 20 21.0 1 1 1 1 1 1 0.3 0.1 
Maximum 69 61.0 2 2 2 2 3 3 40.3 30.0 
Percentiles 25 37.5 28.0 - - - 6.9 2.0 
50 44.0 34.0 - - - 15.2 6.4 










領域の 係数は.848 になり、各領域と項目の高い信頼性が検証された (表 5-8)。 
 
表 5-8 「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」の信頼性検証結果(日本)(n=77) 
Constructs Mean SD 
Corrected Item-Total 
Correlation 
Cronbach’s alpha if item 
deleted 
Cronbach’s alpha 
❶コンプライアンス・社会規範   .876 
Q1 2.58 1.351 .784   
Q2 2.31 1.217 .784   
❷人権保障・差別解消   .857 
Q3 2.23 1.202 .731 .805  
Q4 2.56 1.343 .805 .771  
Q5 2.38 1.203 .574 .869  
Q6 2.18 1.073 .713 .816  
❸地域資源の開発    .848 
Q7 2.39 1.090 .669 .815  
Q8 2.03 1.063 .770 .769  
Q9 2.04 1.019 .783 .765  









表 5-9 「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」の信頼性検証結果(韓国)(n=177) 
Constructs Mean SD 
Corrected Item-Total 
Correlation 
Cronbach’s alpha if item 
deleted 
Cronbach’s alpha 
❶コンプライアンス・社会規範   .844 
Q1 2.91 .943 .730   
Q2 2.68 .907 .730   
❷人権保障・差別解消   .904 
Q3 2.59 .979 .761 .886  
Q4 2.68 .930 .808 .868  
Q5 2.74 .983 .770 .882  
Q6 2.51 .893 .806 .870  
❸地域資源の開発    .874 
Q7 2.85 .962 .666 .865  
Q8 2.69 .934 .788 .814  
Q9 2.53 .840 .780 .821  






析するために、図 5-7 のような仮定モデルを設定した。 
仮定モデルの妥当性を分析するために Amos を使った SEM 分析を行った。SEM の適合
度指標は 50 種類以上が提案されており、どの適合度指標に着目するかは研究者の判断によ
る。ここでは、適合度指標として利用されることの多い GFI、AGFI、CFI、RMSEA、TLI








 「❶コンプライアンス・社会規範(2 項目)」「❷人権保障・差別解消(4 項目)」「❸地域資源














































用専門家の意見に基づいて、尺度(試案)に構成されていた Q1、Q7、Q11、Q13 の 4 項目は
削除した。また、Q10, Q12 の 2 項目は「人権保障・差別解消」領域に再構成し、新たに「❶
コンプライアンス・社会規範(2 項目)」「❷人権保障・差別解消(4 項目)」「❸地域資源開発(4
項目)」の 3 領域 10 項目を完成した。 
続いて、尺度の信頼性(内的一貫性)を検証するために、各領域と項目に対する Cronbach’s 
α係数を求めた。日本と韓国における信頼性の分析結果、両国とも各領域におけるα係数

















＝4 項目の 10 項目に基づいて、定量的に評価することができるといえる。 
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第 6 章 障害者雇用企業の成果評価ツールを用いた障害者雇用企業の成果評価 
 








済新報「CSR 総覧―雇用・人材活用部門➀」と「CSR 総覧―CSR 全般」に回答した企業 1,305









用企業は、16.02%(156 社)であり、障害者未雇用企業は、わずか 3.93%(13 社)であった。裁
量労働制度を実施している障害者雇用企業は、24.64%(240 社)である一方、障害者未雇用企
業は、7.55%(25 社)のみであった。続いて、キャリアアップのための支援を行っている障害






























多様な人材活用部署 35.73% 64.27% 18.13% 81.37% 
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を評価した(表 6-2, 図 6-2)。その結果、コミュニティへの参加に関連する項目として、NPO・
NGOと連携しているもしくは連携を検討中である障害者雇用企業は52.87%(515社)である
一方、障害者未雇用企業は 16.31%(54 社)しかなかった。 
また、CSR 業務の効率アップに関連する項目として、投資家を認識した ESG 情報を開示







者雇用企業は 8.62%(84 社)、障害者未雇用企業は 15.11%(50 社)であり、障害者未雇用企業
で充実していることが分かる。 
 

























































































雇用企業は 71.77%(699 社)であり、障害者未雇用企業は 48.34%(160 社)であった。さらに、
商品安全管理体制の部署を設置している障害者雇用企業は 75.77%(738 社)であり、障害者
未雇用企業は 47.43%(157 社)となっていた。 
 















































































平均値 標準誤差 平均値 標準誤差 
従業員 1 人当たり経常利益 
(単位：10 万円) 
37.06  4.19  29.61  4.84  
売上高利益率 
(単位：%) 
3.43  0.16  ‐213.16 212.38  
自己資本成長率(5 年間平均) 
(単位：%) 


















害者雇用企業における社会貢献的な成果を評価した。評価に用いたデータは、2015 年 7 月
6 日～10 月 30 日まで、約 3 ヵ月間、日韓における障害者雇用に関して研究している大学教
授及び研究者(員)、障害者雇用に関わる経営者及び従事者などを対象として質問紙調査を行
った結果、回収されたデータのうち、欠損値のない日本のデータ 84 ケースと韓国のデータ
177 ケースである。回答者の基本属性は表 6-5 に示した。 
 
表 6-5 日本と韓国における回答者の基本属性 
区分 日本 韓国 
性別 
(人数)  
男性 62 (74.7%) 76 (42.9%) 
女性 21(25.3%) 101 (57.1%) 
年齢  
(年数) 
平均 45.59 36.09 
標準誤差 1.31 0.73 
最小値 20 21 
最大値 76 61 
障害有無  
(人数) 
あり 7 (8.4%) 29 (16.4%) 
なし 76 (91.6%) 148 (83.5%) 
職業  
(人数) 
研究者 1) 17 (20.5%) 110 (62.1%) 
障害者雇用関連職業 2) 38 (45.8%) 24 (13.6%) 
その他 28(33.7%) 43 (24.3%) 
職業の通算経験年数 
(年数) 
平均 15.04 7.76 
標準誤差 1.16 0.50 
最小値 0.3 0.1 
最大値 40.3 30.0 
122 












46.28 点、韓国で 53.05 点と評価された。すなわち、両国とも、障害者雇用がもたらす社会
貢献的な成果について高く評価しているとはいえない。特に、すべての評価項目において
日本よりも韓国で若干高く評価されていることが分かる(表 6-6, 図 6-4)。 
  











5.29  0.29  5.82  0.14  
Q2 障害者雇用を維持・定着するための計画・取組を図っ
ているか 
4.78  0.27  5.36  0.14  




4.57  0.26  5.19  0.15  
Q4 障害者の勤務条件(人的配慮含む)の配慮を図ってい
るか 
5.17  0.28  5.37  0.14  
Q5 バリアフリー化(物的配慮)を図っているか 4.90  0.26  5.48  0.15  
Q6 障害者に対する人事・労務的な公平性を図っている
か 
4.51  0.24  5.02  0.13  
小計(40 点) 19.15  0.86  21.05  0.50  
❸地域資源の開発 
Q7 地域機関との連携を図っているか 4.90  0.24  5.69  0.14  
Q8 特例子会社の設置または多数の障害者雇用によって、
地域の活性化を図っているか 
4.16  0.22  5.39  0.14  
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Q9 障害者の能力開発を図っているか 4.10  0.21  5.06  0.13  
Q10 イベント等を開催し、ボランティア活動機会の提供
を図っているか 
3.90  0.20  4.68  0.14  
小計(40 点) 17.06  0.73  20.82  0.47  
合計(100 点) 46.28  1.98  53.05  1.12  
出典：筆者分析結果 
 






会規範」「人権保障・差別解消」「地域資源の開発」の 3 領域別に評価した結果、2 項目で評
価された「コンプライアンス・社会規範」に対する評価が、日本で 10.07 点、韓国で 11.18
点と最も高くなった。一方で、「地域資源の開発」に対する評価は、日本で 17.06 点、韓国

























の機会提供」に対した評価は、日本で 3.90 点、韓国で 4.68 点と最も低く評価された。 
 




図 6-5 からみて分かるように、韓国では「Q10. イベント等の開催によるボランティア活




一方、日本において項目の平均点数 5.00 点以上に評価された項目としては、「Q1. 障害
者雇用促進法に基づいた法定雇用率の遂行」と「Q4. 障害者の勤務条件(人的配慮を含む)













第 7 章 結論と考察 
 
本章では 2 章から 6 章までの研究結果を踏まえて、障害者雇用が企業活動に及ぼす影響































ブコーチを活用したいと答えた比率は、常時労働者 100 人未満の企業で 14.6%、101 人～







































3. BSC を活用した障害者雇用企業の経営的な成果評価指標の開発 
 
第 2 章と第 3 章の研究結果に基づいて、企業の障害者雇用を促進していくための一つの
課題として、障害者割当雇用制度の持続的な改善とともに、企業経営の観点から、障害者
雇用が企業経営上に及ぼす効果を明示する必要があることを示した。そこで、日本と韓国
において、障害者雇用が企業活動の全般に及ぼす影響を明らかにするために、第 4 章と第 5
章では、障害者雇用企業の経営成果を定量的に評価することが可能なツールを開発した。
障害者雇用企業の経営成果としては、主に 1) 障害者雇用をインプットとする場合の経済経






























































勧告指針及び実施ガイドラインである ISO 26000、Global Compact principle 10、GRI G4
に基づいており、「❶コンプライアンス・社会規範(2 項目)」「❷人権保障・差別解消(4 項目)」











































消」「地域資源の開発」の 3 領域別に評価した結果、2 項目で評価された「コンプライアン
ス・社会規範」に対する評価が、日本で 10.07 点、韓国で 11.18 点と最も高くなった。一方
で、「地域資源の開発」に対する評価は、日本で 17.06 点、韓国で 53.05 点と最も低くなっ
た。 
また、10 項目別に評価した結果、「Q1. 障害者雇用促進法に基づいた法定雇用率の遂行」
































NPO・NGO と連携しているもしくは連携を検討中である障害者雇用企業は 52.87%(515 社)
である一方、障害者未雇用企業は、16.31%(54 社)しかなかった。また、投資家を認識した
ESG 情報を開始している障害者雇用企業は 58.32%(568 社)であり、障害者未雇用企業は、














































































に対した評価が、日本で 5.29 点、韓国で 5.82 点と最も高く評価された。一方で、「Q2. 障





いる代表的なCSR関連ガイドライン及びCSR 実施における原則を示している ISO 26000、






















CSR 関連ガイドライン及び CSR 実施における原則を示している ISO 26000、Global 








































































日本と韓国を含めて国際的に通用されている CSR 関連指標及びガイドライン(ISO 26000, 






































洋経済の『2015 CSR 総覧』のうち「雇用・人材活用 1」と「CSR 全般」の raw-data と、
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付録 1. 企業に対する障害者雇用実態調査の調査票 
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ご回答者 E-mail  
 
＜アンケート記入に関するお問い合わせ先＞ 
株式会社 東日本リサーチセンター  （担当：佐藤・新妻） 
仙台市青葉区本町三丁目 2 番 26 号 TEL （022）217-3021 





・選択肢の中で「その他」に当てはまるときには、（      ）内に具体的な内
容をご記入ください。 









Ｑ２．【障害者の数】2014 年 10 月時点で、貴社で雇用している障害者数を障害種別に教えてください。 
身体障害者 知的障害者 精神障害者 合計 





号を 3 つ並べてください。 












＊「Ｑ４～Ｑ１０」の質問に関しては、2014 年 10 月時点の状況を基に回答してください。 

















常時労働者の数 短時間労働者の数 非常時労働者の数 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
人 人 人 人 人 人 
※ない場合は「０」と記入ください 
 

























































＊「Ｑ１２～Ｑ１７」の質問に関しては、2014 年 10 月時点の状況を基に回答してください。 




１．雇用している ２．雇用していない (→Ｑ１９に移動) 
 
Ｑ１３．【雇用形態】雇用形態別における知的障害者労働者の数を教えてください。 
常時労働者の数 短時間労働者の数 非常時労働者の数 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
人 人 人 人 人 人 
※ない場合は「０」と記入ください 
 
























































＊「Ｑ１９～Ｑ２４」の質問に関しては、2014 年 10 月時点の状況を基に回答してください。 




１．雇用している ２．雇用していない (→Ｑ２６に移動) 
 
Ｑ２０．【雇用形態】雇用形態別における精神障害者労働者の数を教えてください。 
常時労働者の数 短時間労働者の数 非常時労働者の数 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
人 人 人 人 人 人 
※ない場合は「０」と記入ください 
 















































































































































 調査に同意する場合、質問紙にご回答ください。質問紙は 9ページで、問 1～問 20まであります。 
 
年齢       歳   性別  【 男   ・   女 】 
・障害の有無【 有    ・   無 】 
・職業 ①大学教員 ②研究員（者）  
③障害者雇用関連の職業(                ) 
・職業の経歴年数          年     ヶ月 
・障害者雇用関連職業経歴年数        年     ヶ月 
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TEL/FAX  (098)895－8420 
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●障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度（Social Contribution Outcome Evaluation Tool for 
Companies Employing Persons with Disabilities:略語 SCOET）とは 
 
 企業の障害者雇用の意義は、企業の社会的責任

































障害者雇用企業の経営成果評価 Index(Management Performance Evaluation Index for Companies Employing 







●SCOET と ISO26000, Global Compact principle 10,GRI(Global Reporting Initiative) G4ガイ
ドラインの関係 
 
SCOET 各項目に含まれる CSRの概念を下の表に示す。 













Ｑ１    障害者雇用企業は、人権保護に関する方
針・計画・取組みを図っているか。 
人権 人権 人権 
























































































































領域 1 「人権保障・差別解消」とは、 
障害者雇用による社会貢献の成果と考えられる人権保護の支持、尊重と雇用や職業に関する差別禁止について評
価する領域です。 
領域 2 「地域資源の開発」とは、 
障害者雇用による社会貢献の成果と考えられる地域の人的資源、物的資源、情報開発について評価する領域です。 

































































































































域の社会福祉機関、NPO 及び NGO 団体、民間教育訓練機関(職業能力
開発校・障害者職業能力開発校)、ハローワーク・労働局などの機関
と連携すること 









































































































Social Responsibility: CSR, 以下 CSR)の観点に基づいて、障害者雇用企業の社会貢献成果を定量的に評価できる尺度
の開発に至りました。 
本調査は、CSR 観点を取り入れた障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度を用いて、日本の障害者雇用企業に対す
る専門家から意見をいただき、障害者雇用促進のために取り組むべき今後の課題を明確に示すことを目的とします。    
 ご回答いただきました内容については、この調査以外の目的で使われることはなく、責任を持って管理いたします。
また調査への参加は自由意志によるもので、調査を拒否しても何ら不利益はありません。 
 調査に同意する場合、調査票にご回答ください。調査票は 5 ページで、Q1～Q20 まであります。 
 
 








③ その他（                       ） 
 
・上記職業の通算経験年数      年     ヶ月 
男  女  
有  無  
a.大学  b.研究所  c.その他  
a.ハローワーク b.障害者職業カウンセラー c.ジョブコーチ d.企業 e.その他 
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【研究責任者連絡先】 
琉球大学教育学部特別支援教育講座 
韓 昌完（Changwan HAN）   hancw917@gmail.com 

























・3 領域 10 項目で構成 
 障害者雇用企業の社会貢献成果を、「❶コンプライアンス・社会規範」、「❷人権保障・差別解















① 本尺度は、CSR 観点に基づいて障害者雇用企業の社会貢献成果を評価するために開発された尺度です。 







 合計点数➊＋➋＋➌       /１００ 
 
➊コンプライアンス・社会規範 
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 ➋「人権保障・差別解消」合計点数                  /４０ 
 
➌地域資源の開発 





















     












区分 今後の課題に関する質問 質問に対する回答基準 番号 
Q11 
障害者雇用促進法に基づいて法定雇用
率達成するための取り組みは必要であ
ると思いますか。 
 
 
Q12 
障害者雇用率を維持・定着させるための
計画及び取り組みは必要であると思い
ますか。 
 
 
Q13 
障害(者)理解教育などを通してダイバ
シティー(Diversity)を実現するための
取り組みは必要だと思いますか。 
 
 
Q14 
障害者の勤務条件の配慮(人的配慮)の
ための取り組みは必要だと思いますか。 
 
 
Q15 
バリアフリー化(物的配慮)のための取
り組みは必要だとう思いますか。 
 
 
Q16 
障害者に対する人事・労務的な公平性の
確保するための取り組みは必要だと思
いますか。 
 
 
Q17 
地域機関との連携を図るための取り組
みは必要だと思いますか。 
 
 
Q18 
地域の活性化を目指して、特例子会社の
設置または多数の障害者を雇用するた
めの取り組みは必要だと思いますか。 
 
 
Q19 
障害者の能力を開発するための取り組
みは必要だと思いますか。 
 
 
Q20 
イベント等を開催し、ボランティア活動
機会を提供するための取り組みは必要
だと思いますか。 
 
 
 
これで質問はすべて終わりです。ご協力ありがとございます。 
 
 
